
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 西長沼

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，４６９，２３６千円

年 効 用 ② １９８，９７４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５７，４２５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，７６８，９９８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水不足解消による収量増や農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２４，３２３
転作作物の面積拡大による収益増の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ね

ぎ、たまねぎ

用水不足解消による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，６８７
や機械経費の節減

対象作物：水稲

用排水施設の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ７５，０９０
管理費の節減

対象施設：用水路等

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９０，３０８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路等の維持

用水路の暗渠化や転落防止柵設置に地域の生活環境 安全性向上効果 ５０４
よる安全性の向上の保全・向上
対象施設：用水路

国道、道道等の付け替えによる便益公共施設保全効果 ２，０６２
の向上

対象施設：国道、道道、市道、林道

計 １９８，９７４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 西徳富

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，６０２，０２０千円

年 効 用 ② １９２，５５０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４２，５８２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，７９３，０７５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水不足解消による収量増や農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２０，７８９
転作作物の面積拡大による収益増の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆等

用水不足解消による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ５，９９９
や機械経費の節減
対象作物：水稲

用排水施設の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ７２，２１２
管理費の節減
対象施設：用水路等

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７９，８５９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路等の維持

用水路の暗渠化や転落防止柵設置に地域の生活環境 安全性向上効果 ８５
よる安全性の向上の保全・向上
対象施設：用水路

町道付け替えによる便益の向上公共施設保全効果 ２，８０２
対象施設：町道

ダム新設に伴う河川への還元水の増河川流況安定効果 １０，０２０
加
対象施設：徳富ダム

ダムや用水路新設に伴う地域用水と地 域 用 水 効 果 ３１３
しての機能増加
対象施設：徳富ダム、用水路

ダム周辺の緑化等により水辺環境が水辺環境整備効果 ４７１
保全、創造
対象施設：徳富ダム、頭首工

計 １９２，５５０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 秋田県 地区名 真中大堰

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １８９，０００千円

年 効 用 ② １１，８８４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２００，４０５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，６３６

管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，２４８

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

計 １１，８８４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 群馬県 地区名 赤城西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２２９，０００千円

年 効 用 ② １２，８４５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，５４５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２４３，１２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修、統廃合に伴う施営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，３５１

設の維持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １０，４９４

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

計 １２，８４５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 埼玉県 地区名 大英寺落

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１２７，０００千円

年 効 用 ② ６６，６４２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１４５，０５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による水害防止、農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １２，７８０
転作作物の面積拡大の増加
対象作物：水稲、小麦、はくさい、

なす

排水改良に伴い作業効率（労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 ２９，３９７
の短縮）や機械経費の節減

対象作物：水稲

排水施設等の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 １，９０３
管理費の節減

対象施設：排水路、付帯工

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １８，１９５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、付帯工の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ４，３６７
配慮した魚巣ブロックとすることにの保全・向上
よる水辺環境の保全

対象施設：排水路、付帯工

計 ６６，６４２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 千葉県 地区名 安房中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９２１，６００千円

年 効 用 ② ５１，９６４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９５８，７４５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

取水・放流施設の更新による維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ４，５９６

理費の節減、草刈り等清掃人件費の

節減

取水・放流施設等の現況機能が更新施設更新による 更新効果 ４７，３６８

される効果従前の農業生産

の維持

計 ５１，９６４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 長野県 地区名 夜間瀬

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６２１,３００千円

年 効 用 ② １３０,３２５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.１２８１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １,０１７,３６９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.６３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑かん施設の冬季利用可能による施農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３４,５９０
設作物の面積拡大の増加

( )対象作物：ハウスぶどう 巨峰

畑かん施設の冬季利用可能による散営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０,１４４
水作業時間の短縮

( )対象作物：ハウスぶどう 巨峰

管理制御施設の更新・機能改良によ維持管理費節減効果 ５２７
る管理費・修理費の節減

対象施設：用水管理・散水制御施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６５,０６４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：管理制御施設、用水路、の維持

電動弁、防除用水

計 １３０,３２５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 富山県 地区名 横越

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９９，０００千円

年 効 用 ② ４５，１３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７９３，１８１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．９８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，８７５
積拡大の増加
対象作物：大豆、さといも、ねぎ、

大麦、大根

排水路の改修による維持管理費の節減営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６９４
対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 １１，２７１
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水施設の改良により農地等や一般公地域の生活環境 地域排水効果 ２６，７８４
共施設への被害軽減の保全・向上
対象施設：排水路

転落防止柵を設置により安全性が向上安全性向上効果 １，２４６
対象施設：排水路（防護柵）

排水路の一部に魚巣ﾌﾞﾛｯｸの設置する水辺環境整備効果
ことと、ﾜﾝﾄﾞの造成２６２
対象施設：排水路

計 ４５，１３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 富山県 地区名 桜ヶ池

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５９８，０００千円

年 効 用 ② ３９，５１０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６４９，８３６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路の改修による維持管理費の節営農経費の節減 維持管理費節減効果 ５，９９９

減

対象施設：用水路（トンネル）

老朽化した施設の改良による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３３，５１１

業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路（トンネル）の維持

計 ３９，５１０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 石川県 地区名 中島第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３２１,３００千円

年 効 用 ② １７,５０９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３２８,４９９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２,２０５

管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５,２０５

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

防護柵を景観に配慮した木製とする地域の生活環境 水辺環境整備効果 ９９

ことによる景観の保全の保全・向上

対象施設：用水路

計 １７,５０９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 福井県 地区名 美浜中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２２８，５００千円

年 効 用 ② ７８，５５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ６３，１６４

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２６６，０５８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額 (千円) 効果の内容

水田の排水改良に伴う湛水解消によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，３９６
る転作物の面積拡大の増加
対象作物：大麦、だいこん、大豆

排水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，１４８
理費の節減
対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３２，１３７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

降雨に伴う出水により農業用排水路地域の生活環境 地 域 排 水 効 果 ３５，６５６
から溢水して農地、農作物及び一般の保全・向上
公共施設等に及ぼす浸水被害の防止
対象施設：農地、農業用排水路、農

( )道、農作物、家屋 床下、床上浸水

施設の更新に係わる公共施設の補償公共施設保全効果 ６６５
で、補償物件対象が持つ従来の機能
が維持される効果
対象施設：上水管、下水管、農業用
パイプライン

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ５５５
配慮した魚巣、魚道型急流工の設置の保全・向上
による水辺環境の保全
対象施設：排水路

計 ７８，５５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 岐阜県 地区名 中濃

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，４４７，１８８千円

年 効 用 ② １３８，８１３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４，０００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，５１９，８７３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理の合理化による単収の増加農作物の生産量 作物生産効果 ７，４１８
対象作物：水稲の増加

水路改修や水管理システム構築に伴営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３９，４８７
う施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、用排水路

取水口、水管理システム

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ８８，８３０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、用排水路の維持
取水口

水路沿いのフェンスを更新すること地域の生活環境 安全性向上効果 １，４６０
による、安全性向上効果の保全・向上

用水路・用排水路の一部を魚類、ホ水辺環境整備効果 １，６１８
タル、カワニナの生息環境に配慮し

た構造にすることによる水辺環境の

保全

対象施設：用水路・用排水路

計 １３８，８１３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 福岡県 地区名 袋野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２６２，５００千円

年 効 用 ② １５，１５３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２８４，２９６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水路の改修にともなう維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果

費の節減３，５２４

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果

農業生産の維持従前の農業生産 １１，５１６

対象施設：用水路の維持

用排水路の一部を魚類等の生息環境地域の生活環境 水辺環境整備効果

に配慮した魚巣ブロック水路とするの保全・向上 １１３

ことによる水辺環境の保全

対象施設：用水路

計 １５，１５３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 福岡県 地区名 大和新水路

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４４８，０００千円

年 効 用 ② ２５，５２８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４８９，９８０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路等の改修にともなう維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 ４，５７４

費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，７８５

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

用水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 １６９

配慮した魚巣ﾌﾞﾛｯｸ水路とすることの保全・向上

による水辺環境の保全

対象施設：用水路

計 ２５，５２８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 長崎県 地区名 繁敷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １８２，７００千円

年 効 用 ② １１，１３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １８９，９３２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

導水路の改修に伴う施設の補修費等営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，２６４

の維持管理費の節減

対象施設：導水路

老朽化した導水路の更新による従前施設更新による 更新効果 ９，８６６

の農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：導水路の維持

計 １１，１３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 熊本県 地区名 教良木

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２０２，３３５千円

年 効 用 ② １７，３６３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７５０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２３１，５０７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の補修営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，９６４

費等の維持管理費の節減

対象施設：用水路

既設用水路の更新による従前の農業施設更新による 更新効果 １４，３９９

生産の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

計 １７，３６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 大分県 地区名 陽目かんがい排水事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １８４，８００千円

年 効 用 ② ９，７５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １９９，１２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路の改修に伴う補修費等の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，５６７

管理費の節減

対象施設：用水路

用水路の更新による従前の農業生産施設更新による 更 新 効 果 ８，１９０

の維持従前の農業生産

対象施設：用水路の維持

計 ９，７５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 大分県 地区名 三芳

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １０５，０００千円

年 効 用 ② ８，２６３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １１０，７６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

揚水機施設の更新に伴う補修費等の営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，０８０

節減

対象施設：揚水機場

老朽化した揚水機の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ７，１８３

の農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：揚水機場の維持

計 ８，２６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 大分県 地区名 荒瀬２期かんがい排水事業（農業用水再編対策）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４３４，５００千円

年 効 用 ② ２５，７５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５６１

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４５９，０１９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路からの漏水に起因する湿潤状農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，１０７
態が解消されることに伴う転作や裏の増加
作の作付面積増加

対象作物：水稲・大豆・白ねぎ・す

いか・キュウリ・小麦・キャベツ・

大根・白菜・ブロッコリー

用水施設の改修に伴う補修費等の維営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，８０９
持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １３，６４１
農業生産維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の一部を周辺景観に配慮した地域の生活環境 水辺環境整備効果 ７，１９４
雑石練積等による水路整備を行うこの保全・向上
とによる水辺環境の保全

対象施設：用水路

計 ２５，７５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 永吉

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６５５，０００千円

年 効 用 ② ７４，０６０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．１０８６

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８１，９５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設等の改修に伴う補修費等営農経費の節減 維持管理節減効果 １３，１７７

の維持管理費の節減

対象施設：ダム

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ６０，８８３

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：ダム維持

計 ７４，０６０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 鈴岳

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，５５０，７６７千円

年 効 用 ② ２０２，５３５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７２，６４３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，６５７，２８３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設整備に伴う作物単収の増加農作物の生産量 作物生産効果 １０４，２７０
対象作物：水稲，甘藷，山芋，ｶﾞｼﾞの増加
ｭ

ﾂ，馬鈴薯，ｿﾗﾏﾒ，実ｴﾝﾄﾞｳ，びわ，

ﾎﾟﾝｶﾝ，ﾀﾝｶﾝ

農作業の効率化による営農経費の節営農経費の節減 営農経費節減効果 ６０，０８８
減

対象作物：甘藷，山芋，馬鈴薯，ｿﾗ

ﾏ

ﾒ，実ｴﾝﾄﾞｳ，びわ，ﾎﾟﾝｶﾝ，ﾀﾝｶﾝ

用水施設の新設に伴う維持管理費の維持管理費節減効果 △４，７７１
節減

対象施設：取水施設，用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ３６，９９４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：取水施設，用水路，農道の維持

公共施設更新による従前機能の維持地域の生活環境 公共施設保全効果 ５，９５４
対象施設：県道，町道の保全・向上

計 ２０２，５３５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 桃原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０９３，３２６千円

年 効 用 ② ６１，４７５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１７９，９４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ５８，７３４

面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ７，１４０

時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △４，３９９
管理費の増加

計 ６１，４７５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 名蔵第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２４７，３１９千円

年 効 用 ② ７５，４５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５２１，２７０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ７７，１３１

面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による防除営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，８９８

用水等の運搬に係る労働時間の短縮

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △４，５７４

管理費の増加

計 ７５，４５５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 屋我地２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １６，７５５，５２３千円

年 効 用 ② １，６５８，４５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２６，８５２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３５
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２６，０９０，５５０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８６１，３７５
付面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労営農経費の節減 営農経費節減効果 ８４，０１４
働時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維維持管理費節減効果 △３９，５７１
持管理費の増加

対象施設：ダム、ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ等

ファームポンド等にフェンスを整地域の生活環境 安全性向上効果 ５９０
備することによって安全性を向上の保全・向上

付体系の変更等営農対策による耕耕土流出防止効果 ７５２，０４７
土の流出防止

計 １，６５８，４５５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 羽地

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６，０６９，１４１千円

年 効 用 ② ４３９，８０４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９，６７９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７，２５９，８０９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６１,９４２
面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 １２０,９８６
時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △２０,２３３
管理費の増加
対象施設：ダム、ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ等

畑地かんがい施設の整備による旧施施設更新による 更 新 効 果 １,８６１
設の機能継続従前の農業生産

の維持

ダムの運転によって河川水量を付随地域の生活環境 洪水被害軽減効果 ４０１
的に制御し、従前の被害を軽減の保全・向上

ファームポンド等にフェンスを整備安全性向上効果 ２１３
することによって安全性を向上

ダムの付替えの道路の整備による利地域の生活環境 公共施設保全効果 ２,６２７
便性の確保等の保全・向上

ダム等の周辺整備における地域の親地域の生活環境 水辺環境整備効果 ５９３
水性、景観及び周辺環境への配慮の保全・向上

作付体系の変更等営農対策による耕耕土流出防止効果 ２７１,４１４
土の流出防止

計 ４３９,８０４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 米須

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，１９０，５１６千円

年 効 用 ② １２３，０７４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，４２７，４９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ７７，３８４
面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ２８，４００
時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △５，２８７
管理費の増加

畑地かんがい施設の整備による旧施施設更新による 更新効果 ２２，５７７
設の機能継続従前の農業生産

の維持

計 １２３，０７４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 浜崎

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３１５，０００千円

年 効 用 ② ２３，８８５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３７２，０４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水路改良による高収益性作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １６，４２０
積拡大の増加

排水路底をコンクリ－ト舗装するこ営農経費の節減 維持管理費節減効果 １６３
とによる、草刈費用の経費節減

排水路の改良による従前の農業生産施設更新による 更 新 効 果 ５，４９２
の維持従前の農業生産

の維持

排水路の氾濫による農地等からの土更新施設による 災 害 防 止 効 果 ５５７
砂流出防止災害防止

擬木の防護柵、法面の張芝による水地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，２５３
辺環境の保全の保全・向上

計 ２３，８８５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 東七笠

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１２７，５０３千円

年 効 用 ② ６１，７６９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１８１，０５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ６０，８２５

面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ５，４８４

時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △４，５４０
管理費の増加

計 ６１，７６９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 赤地原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４９１，０００千円

年 効 用 ② ７８，２３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５７０，９４４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作物生産効果 ８１，７２８

面積の拡大や単収の増加の増加

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 １，２１１

時間の短縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △４，７０６
管理費の増加

計 ７８，２３３


